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はじめに 

 
 

 狛江市では、平成 27 年３月に「～誰もが自分らしい生き方を選択できる男女

共同参画社会をめざして～ 狛江市男女共同参画推進計画」（計画期間：平成 27

年度から平成 31 年度まで）を策定し、男女共同参画社会の実現に向けて、施策

の推進に取り組んできました。 

 本推進状況報告書は、男女共同参画関連施策を担当する課で構成される男女

共同参画推進計画庁内推進本部・庁内推進会議において、計画に掲載されてい

るすべての事業（全 103 事業）について、平成 27 年度の推進状況を調査し、評

価したものです。 

 この評価結果を活かし、狛江市のさらなる男女共同参画社会の実現に寄与し

ていくことをめざします。 
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１.狛江市男女共同参画推進計画について 

 

○基本理念 

～誰もが自分らしい生き方を選択できる 

男女共同参画社会を目指して～ 

男女共同参画社会は、すべての市民一人ひとりの人権尊重を基盤としています。誰

もが、自らの意思と責任により、多様な生き方の中から自分らしい生き方を選択する

ことができる社会をめざします。 

この基本理念を掲げ、市、市民、事業者とのパートナーシップを大切にし、国、東

京都、他の自治体、関係機関と連携して、効果的に計画を推進します。 

 

 

○基本目標 

 基本理念を達成するために、次の基本目標を設定し、具体的な施策・事業を進めて

いきます。 

  

基本目標１ 男女共同参画の意識づくり 
基本目標２ 人権が尊重される社会の形成 
基本目標３ あらゆる分野で男女が活躍できる社会づくり 
基本目標４ 就労環境の整備、ワーク・ライフ・バランスの推進 
基本目標５ 子育て・介護を支える環境の充実 
基本目標６ 男女共同参画推進のための体制の強化 

 

 

 

○重点テーマ 

本計画では、狛江市における男女共同参画の現状等をふまえ、特に力を入れるべき

３つの重点テーマを定め、男女共同参画社会の実現をめざします。 

各基本目標に基づく施策、事業を進めていくうえで、次に掲げるテーマに深く関わ

る部分について、重点事業として取り組んでいくこととします。 

 

 

暴力の根絶に向けた取組み 

ワーク・ライフ・バランスの推進の取組み 

子育て・介護への支援の取組み 

 



 
 

 
 
 

 

○計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 
基本目標 

施策 

誰
も
が
自
分
ら
し
い
生
き
方
を
選
択
で
き
る 
男
女
共
同
参
画
社
会
を
め
ざ
し
て 

１ 男女共同参画の

意識づくり 

２ 人権が尊重され

る社会の形成 

３ あらゆる分野で

男女が活躍できる

社会づくり 

４ 就労環境の整備、

ワーク・ライフ・バ

ランスの推進 

５ 子育て・介護を支

える環境の充実 

６ 男女共同参画推

進のための体制の

強化 

(１)男女共同参画意識を育む学校教育 

(２)多様な学習機会の確保 

(３)地域活動への支援  

(４)家庭における意識改革 

(５)男女共同参画社会の形成 

(１)法・制度等の周知・普及 

(２)人権意識の啓発 

(３)相談体制の強化 

(４)生涯を通じた男女の健康支援 

☆(１)ＤＶの予防のための取組み 

☆(２)ＤＶ被害者の安全確保と自立支援 

☆(３)相談業務の充実と関係機関との連携 

配 偶 者 等 か ら

の 暴 力 の 防 止

と被害者支援 

(１)市政・行政分野における男女共同参画

(２)地域活動における男女共同参画 

☆(１)法・制度の周知・啓発 

☆(２)ワーク・ライフ・バランスの推進 

☆(３)事業者等への情報提供と連携強化 

(４)チャレンジへの支援 

☆(１)子育てサービスの充実 

☆(２)介護サービスの充実 

(３)人材の確保と研修 

☆(４)暮らしやすい環境づくり 

☆(５)地域福祉活動の促進 

(６)地域で活動・交流できる場づくり 

(１)推進体制強化に向けた取組み 

(２)狛江市の取組み 

狛江市配偶者暴

力対策基本計画

☆は、重点テーマに該当する施策 
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２.平成 27年度狛江市男女共同参画推進計画 推進状況調査の実施 

 

対象期間：平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

対象事業：狛江市男女共同参画推進計画に掲載されているすべての 

事業（全 103 事業） 

「狛江市男女共同参画推進計画」の推進のため、担当課において計画に掲載

されている事業についての推進状況調査を実施しました。 

 各事業の実績や評価の詳細については、５ページ以降に掲載しています。全

体的な結果としては、下表のとおりとなりました。 

 基本目標ごとに総括を記載しており、平成 28 年度からの計画推進の指針と

していきます。 

評価 全体 

Ａ（進んだ） 26（25％） 

Ｂ（現状維持） 75（73％） 

Ｃ（あまり進んでいない） 1 （1％） 

Ｄ（まったく進んでいない） 0 （0％） 

－（評価なし） 1 （1％） 

計 103 

※原則として平成 26 年度における事業実績と比較して評価しています。１事

業については、評価対象年度でないため「－（評価なし）」としました。 

 

３．平成 27年度の総括 

 全 103 事業のうち 25％がＡ評価、また、73％が前年度から継続した実績が得

られたとの評価となり、着実に男女共同参画計画が進んでいると言える。男女

共同参画に対する市民の認知度や関心度は一定の進展が見られるため、今後は

それをもう一歩進め、各家庭、事業所等において取組みがさらに進められるよ

う、行政として市民ニーズや個別テーマに応じた事業を展開するとともに、情

報提供や周知、啓発を工夫して、事業への参加者増をめざし、男女共同参画へ

の理解をさらに深めていく必要がある。 



 
 
 

平成 27年度推進状況報告  

 
 

基本目標１ 男女共同参画の意識づくり            ５ 

 

基本目標２ 人権が尊重される社会の形成                  13 

 

狛江市配偶者暴力対策基本計画                             21 

 

基本目標３ あらゆる分野で男女が活躍できる社会づくり    27 

 

基本目標４ 就労環境の整備、ワーク・ライフ・バランスの推進  31 

 

基本目標５ 子育て・介護を支える環境の充実                37 

 

基本目標６ 男女共同参画推進のための体制の強化       51 

 
 
※ 推進状況報告については、左ページに計画及び担当課を、右ページにそれ

に対する評価・実績を掲載しております。 
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基本目標１ 男女共同参画の意識づくり 

  

性別にとらわれない人権の尊重という意識が市民に浸透することが、男女共同参画社会

の実現を促進するための基礎となります。家庭・地域・職場・教育・行政において、男女

共同参画社会を構築します。 

 

【施策】 

（１）男女共同参画意識を育む学校教育 

 児童・生徒が人権尊重を基盤にした男女共同参画意識を自ら形成するように、学校にお

ける男女平等教育の充実を図るとともに、固定的な役割分担意識を払拭させます。また、

教職員における男女共同参画の視点に立った教育の推進のために、教職員への研修を充実

させます。 

 

 

 

 

 

 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

1 
男女平等に関する

人権教育 

人権教育プログラム等を活用した指導、人権教育推進

委員会の開催、人権教育全体計画及び年間指導計画に

よる指導を実施 

指導室 

2 

進路指導における

男女共同参画の推

進 

固定的な役割分担意識にとらわれない生き方を考え

させる指導を実施 
指導室 

3 

教職員研修におけ

る男女共同参画の

充実 

教職員に対する人権教育研修の実施 指導室 
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＜基本目標１の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ 6 

Ｂ 現状維持 15

Ｃ あまり進んでいない ０ 

Ｄ まったく進んでいない ０ 

  評価なし 1 

計 22

 

＜総括＞ 

 

・学校教育においては、人権教育に関する指導が一定程度定着していると思われる。 

更なる教育の充実が必要である。 

・毎年度定例的に行われている事業について、開催回数や内容について適宜見直しを行 

い、世間のニーズを反映したものとなるよう改善していく。 

・他市と連携することにより男女平等意識を高め、周知啓発の推進につながった。取組 

みを継続、発展させていく。 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

社会科、家庭科などの教科だけでなく道徳、総合的な学習の

時間、特別活動などにおいて男女が互いの違いを認めつつ、

個人として尊重される指導を推進するとともに学んだことを

実践的行動と結びつける指導を実施した。 

B 

教育課程及び人権教育の年

間指導計画に基づき、計画

的に実施しているため。 

進路指導主任会を年４回実施し、児童・生徒の個性と能力を

伸ばすとともに、児童・生徒が能力・適性を生かした進路を

選択することができるよう指導・助言した。 

B 前年度事業の継続のため 

人権教育悉皆研修を実施するとともに、年５回開催する人権

教育推進委員会において「人権教育推進の啓発資料」を作成

し、市内各小・中学校等に配布して人権教育のさらなる推進

を図った。 

B 前年度事業の継続のため 
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（２）多様な学習機会の確保 

 人権の尊重と男女共同参画に関する意識を育むことのできる学習機会の提供を図りま

す。生涯学習事業における保育の充実など、学習しやすい環境整備を進めます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

４ 

男女共同参画に関

するフォーラムや

講座等の実施 

市民向けフォーラムや講座の実施 
政策室 

公民館 

５ 

男女共同参画に関

する市民活動等に

関する資料整備と

情報提供 

冊子・チラシ等の配置、活動記録の作成、資料の整備 
政策室 

公民館 

６ 

男女共同参画に関

す る パ ン フ レ ッ

ト、小冊子等の制

作、配布 

パンフレット、小冊子等の制作、配布 政策室 

７ 

社会教育事業の充

実（多様なニーズ

に対応した講座等

の実施） 

多種多様な市民ニーズに対応する学習の機会提供、仕

事をしている人や子育て中の人が参加しやすい講座

の企画 

公民館 

８ 

男女共同参画関連

図書の充実と利用

促進 

関連図書の収集や利用促進のための集中展示、図書目

録の作成 
図書館 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

「子育て」をテーマとし、他市と連携して市民向けフォーラ

ムを実施した。（政策室） 

女性セミナー「子育てについて考える」を全 13 回開催した。

（公民館） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

国、都や他自治体等の男女共同参画に関する冊子や講演会等

のチラシを、庁舎２階男女共同参画コーナーや庁内掲示板を

利用し配布した。（政策室） 

保育室の様子や、１年間の学習の記録をまとめた。（公民館） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

狛江市男女共同参画推進委員会だよりを作成し、都内自治体

や市内団体、公共施設等に配布した。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

親子リトミック「音楽であそぼう」（全３回）・「ものがたりｄ

ｅリトミック」・「おもちゃのひろば・木育」（全４回）を実施。

「二人目妊娠中のママに」は、兄弟姉妹の参加を可として実

施。女性セミナー「子育てについて考える」（全 13 回）は保

育つきで実施。 

Ａ 
市民ニーズを把握しつつ講

座の企画を継続したため 

男女共同参画関連図書の収集充実を図り、利用者へ提供した。

また、男女共同参画週間に合わせて、関連図書の集中展示を

行うとともに図書目録を作成した。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

 

 

 

 



9 
 

（３）地域活動への支援 

 性別や年齢に関わらず誰もが地域で様々な活動に参加できる環境を支援します。イベン

トを通して男女共同参画意識を育み、地域活動の活性化を図ります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

９ 

男女共同参画意識

を育むコミュニテ

ィ活動の充実 

地域センター運営協議会への助成・支援、町会・自治

会へのコミュニティ活動への助成と取組みの支援、情

報提供 

地域活性課 

10 

地域活動やボラン

ティア等の広報・

情報提供 

公民館だよりの発行等による地域活動の活動状況の

広報、情報提供 
公民館 

11 
市民の交流・ネッ

トワーク化の推進 

市民活動支援センターでの市民団体のネットワーク

づくりの支援 
政策室 

12 
社会教育活動への

支援 

社会教育関係団体に対し施設等の使用料の減免や後

援名義の使用承認等により支援 
社会教育課 

13 

国際交流の促進と

在住外国人への支

援（新規） 

国際交流が推進する事業実施と在住外国人が暮らし

やすいまちづくりの推進 
政策室 

 

 

 

（４）家庭における意識改革 

 家事・子育て・介護等、家庭での性別にとらわれない役割分業の実践が重要であり、男

女共同参画に関する普及啓発、情報提供を図ります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

14 
家庭における男女

平等教育の推進 
啓発紙や情報冊子等を活用し、周知啓発 政策室 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

地域センター運営協議会へ助成金を支出することで、活動を

支援し、地域コミュニティ活動の活性化を図った。地域セン

ター運営協議会において男の料理教室など男女平等意識を育

む事業を実施した。町会・自治会へのコミュニティ活動活性

化助成金を支出し、取組み支援、地域活動の情報提供を行っ

た。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

「公民館だより」を年４回発行した。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

国立市、小金井市と連携して市民交流会を開催した。 

市民活動支援センター開設に向けた準備を行った。 
A 

前年度継続事業に加え、新

規取組みを行ったため 

団体主催の催し及び大会の後援名義等使用の承認、各種施設

使用料の減額、各事業の情報提供を行った。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

狛江市国際交流協会の事業として、日本文化の体験や交流サ

ロン、外国人によるスピーチ大会等を実施した。 
A 

協会創立 20 周年を機に、

各事業内容を充実させたた

め 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

「子育て」をテーマとし、他市と連携して市民向けフォーラ

ムを実施するとともに、冊子「ENJOY 子育て」を発行した。
Ａ 具体的に周知啓発したため 
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No. 事業名 概要・目標 担当課 

15 

家庭生活の男女共

同責任分担（家事、

育児、介護等）の

普及啓発 

子育てガイドブック、シルバーガイドブックや障がい

者のしおり等による情報提供・相談窓口の充実、ママ

パパ学級の実施等により普及啓発 

高齢障がい課 

健康推進課 

子育て支援課 

16 
両性の尊重と性に

関わる教育の推進 

人権教育、家庭における両性の尊重と性に関わる指導

の実施 
指導室 

 

（５）男女共同参画社会の形成 

 市民・事業者が男女共同参画社会の形成に取組むために、男女共同参画を推進するため

の環境づくりを進めます。また、男女平等意識をより高めていくために、周知啓発を推進

します。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

17 
男女共同参画に関

する市民意識調査 
計画見直し時期に実施 政策室 

18 
国、都、他の自治

体等の資料収集 
国・都・他の自治体からの資料収集、配布 政策室 

19 

広報こまえによる

男女共同参画に関

する広報 

情報提供のため広報こまえへ掲載 政策室 

20 
男女共同参画施策

推進状況の調査 
毎年度、事業実績の調査と評価を実施 政策室 

21 

国・都・区市町村

との連携や国・都

への法整備の要請 

研修、講演会、会議の参加及び情報交換、他自治体と

の広域連携による男女共同参画社会の推進 

法整備については必要な際に要請 

政策室 

22 

男女共同参画につ

いての標語等の募

集 

市民が男女共同参画に親しむシンボルマークや標語

等を募集 
政策室 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

「こまえの介護保険」「シルバーガイドブック」「障がい者の

しおり」を市役所窓口や地域包括支援センターで配布。また、

高齢者や障がい者介護の相談の際、男女共同責任分担につい

ての情報提供や促し等を行い、普及促進を行っている。（高齢

障がい課） 

ママパパ学級を年 12 回(1 回 3 日間、3 日目は土曜日)実施

した。参加者は母親が延べ 470 名、父親が延べ 200 名だっ

た。（健康推進課） 

子育てガイドブックにおいてママパパ学級の紹介を行った。

また、父親と子ども対象の子育て講座「パパと一緒にベビー

マッサージ」を実施した。（子育て支援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

各学校において、心身の発達段階等を踏まえ、教育活動の内

容に応じて男女の違いに配慮した指導や活動の場面等を確保

した。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

計画見直し時期でないため実施せず。平成 31 年度計画改訂

に向けて実施する予定。 
－ － 

国、都、他自治体等からの資料を、庁舎２階男女共同参画コ

ーナー等を利用し配布した。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

フォーラム等事業の広報記事を掲載するとともに、男女共同

参画週間の関連記事を掲載し、広報した。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

男女共同参画推進計画庁内推進会議委員が中心となり、事業

実績等を調査し、まとめた。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

小金井市、国立市と連携し多摩３市男女共同参画推進共同研

究会として活動した。また、市町村連絡会等へ出席し意見交

換を行った。 

A 
連携活動を活発に行い、効

果的に活動したため 

他市と連携し、子育てをテーマにキャッチフレーズ及び写真

の募集を行った。 
A 

新たに写真の募集を実施し

たため 
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基本目標２ 人権が尊重される社会の形成 

  

人権は、誰もが生まれながらにもっている、人間が人間らしく生きていくための権利で

あり、性別、国籍、年齢、病気や障がいなどによる差別、偏見のない社会の実現が求めら

れます。 

 あらゆる暴力、ストーカー、セクシュアル・ハラスメント、売買春等は、人権の侵害で

あり、男女共同参画社会を形成する上で克服すべき重要な課題です。市は関係機関と協力

して、被害の防止と被害者への支援を進めます。 

 女性も男性も互いの特質を十分に理解し合い、思いやりのある社会こそ男女共同参画社

会であると考えます。また、性同一性障害等の性的マイノリティへの配慮等、性の多様性

を認め合うことも大切です。 

 

【施策】 

（１）法・制度等の周知・普及 

 法・制度の情報を市民に積極的に提供し、意識の啓発に努めます。多様なメディアを積

極的に活用し、広報活動を進めます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

23 

男女共同参画のた

めの法・制度の情

報提供 

国・都からの資料を利用する等、法・制度をわかりや

すく情報提供 
政策室 

24 
多様なメディアを

活用した情報提供 

広報こまえ、ホームページを活用した積極的な情報提

供 

各課から情報を収集し、関連記事を報道機関に提供 

秘書広報室 

 

 

 

 

◇性的マイノリティ 

 性的少数者のことを表します。性同一性障害、インターセックス（先天的に身体上の性別が不

明瞭なこと）の人々等を含む総称です。 

 

◇セクシュアル・ハラスメント 

 職場、学校、地域活動（自治会、ＰＴＡ等）の場で、相手を不快にさせるような性的な発言や

行為のことをいいます。 
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＜基本目標２の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ 1 

Ｂ 現状維持 12

Ｃ あまり進んでいない ０ 

Ｄ まったく進んでいない ０ 

計 13

 

＜総括＞ 

 

・各種相談や健診、指導等の体制は整備されている。 

・継続的に行うことにより形骸化することのないよう、社会のニーズを反映し、新た 

な工夫と検討が必要である。 
・各事業を効果的に行うため、広報や情報提供の方法も更に工夫したい。 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

国、都から資料の送付があった際に配布した。 B 前年度事業の継続のため 

広報こまえ、市ホームページ、ツイッター等を利用し、情報

提供を行った。また、新たに小田急線狛江駅、和泉多摩川駅

のデジタルサイネージにより情報提供を行った。 

Ａ 
新たな情報提供媒体を設置

したため 

 

 

 

 

◇デジタルサイネージ 

 屋外・店頭・交通機関など、あらゆる場所で、ディスプレイなどで電子的な表示機器を使って

情報を発信するシステムの総称です。 
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（２）人権意識の啓発 

 ドメスティック・バイオレンスやストーカー、セクシュアル・ハラスメントが人権侵害

であるという認識が広く浸透するよう、また加害者をつくらないために、学校教育や社会

教育において意識啓発に取り組みます。特に、事業所や市役所をはじめ、教育や社会福祉

などの場における男女共同参画に関する研修や、セクシュアル・ハラスメント防止等の啓

発に取り組みます。 

 また市民のメディア・リテラシーを育成し、男女共同参画の視点にたち情報を取捨選択

することが大切です。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

25 

男女共同参画理解

のための職員研修

の実施 

男女共同参画に関する理解を深めるため職員研修を

実施 

政策室（※） 

職員課 

26 

男女共同参画に関

する人権意識の啓

発 

人権週間等を利用し、パネル展示や催し開催等、啓発

を実施 
政策室 

27 

ストーカーやセク

シュアル・ハラス

メント、虐待等の

防止と対策（新規）

ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、様々な虐

待に対する防止啓発と適切な支援体制づくり 
政策室 

28 

メディア・リテラ

シー（情報活用能

力）の普及 

人権尊重の視点にたち情報を取捨選択する能力の普

及、男女共同参画の視点に立った広報こまえや行政資

料の発行 

秘書広報室 

政策室 

※業務内容を鑑み、担当課に政策室を追加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇メディア・リテラシー（情報活用能力） 

 メディアからの情報を無意識に受け取るのではなく、その内容を主体的に読み解く力や、あふ

れる情報を選択し使いこなす力、またメディアを使って情報を発信する力のことをいいます。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

職員を対象に「男女共同参画社会の現状と狛江市の計画改訂

について」をテーマに研修を実施した。（参加者 32 名） 
Ｂ 

平成 26 年度は計画の改訂

年度であったため実施しな

かったが、平成 27 年度か

ら改めて実施したため 

人権パネル展において、女性の人権について啓発ポスターを

掲示した。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

DV 及びストーカー行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

を開催し、関係各課で情報を共有した。 
Ｂ 

例年と同様に庁内連絡会を

開催したため 

記事を掲載するにあたって、常日頃から男女平等の視点をも

って掲載するよう努めた。 
Ｂ 

前年度と同様に、男女平等

の視点に立って掲載できた

ため 
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（３）相談体制の強化 

 男女共同参画を阻む様々な問題に関して相談を受け付ける身近な窓口を設置し、被害者

への支援、精神的なケアを実施するとともに、日々の暮らしの中に潜む人権侵害の防止に

つなげます。 

 あわせて、専門相談体制の整備や充実を図ります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

29 

女 性 問 題 担 当 窓

口・女性相談の強

化 

女性悩みごと相談や母子・女性相談の実施と充実 
政策室 

子育て支援課 

30 
暴力等の人権相談

の充実 
人権身の上相談の実施と充実 政策室 

 

 

（４）生涯を通じた男女の健康支援 

 幼児期・思春期・成人期のそれぞれの段階において、自分の身体や性について十分に理

解し自己決定していくことが大切であり、お互いを認め合い尊重する豊かな人間形成に向

けた人権教育を、学校教育や社会教育において進めます。 

 妊娠、出産等、女性特有の健康上の問題について適切な保健事業を推進するとともに、

生涯を通じた男女の健康支援を実施します。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

31 

リ プ ロ ダ ク テ ィ

ブ・ヘルス／ライ

ツの理念の浸透と

情報提供 

相談事業や啓発物・冊子等での情報提供、普及啓発 健康推進課 

 

 

 

 

◇リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

 人々が安全で満ち足りた性生活を営むことができ、生殖能力をもち、子どもを産むか産まない

か、いつ何人産むかを決める自由をもつことを意味します。安全な妊娠・出産、子どもが健康に

生まれ育つことなど、幅広く性に関する健康について含まれています。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

毎月第２・４・５水曜日にカウンセラーによる女性悩みごと

相談を実施。６・11 月には夜間相談を実施した。 

相談件数 17 件。（政策室） 

婦人相談員による窓口対応及び電話相談対応を中心に、必要

に応じて家庭訪問、関係機関との連携により、相談援助を行

った。（子育て支援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

毎月第３木曜日に人権擁護委員による人権身の上相談を実施

している。相談件数 ４件。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

ママパパ学級を年 12 回実施。また健康相談を実施し、相談

の内容に応じ、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの理念浸

透につなげた。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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No. 事業名 概要・目標 担当課 

32 
性に関わる指導の

適正実施 

生活指導主任会や保健主任会等で性に関わる指導に

ついての協議を実施、各学校において指導計画に基づ

き発達段階に応じた指導を実施 

指導室 

33 健康相談の実施 健康相談の実施と充実 健康推進課 

34 保健指導の充実 
こんにちは赤ちゃん訪問等、様々な方法で保健指導の

実施と充実 
健康推進課 

35 
各種検診・健康診

査事業の充実 
心身の健康を保持するための健診及び指導 健康推進課 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

各学校において、学校が作成する各教科書等の指導計画に基

づき、発達段階に応じた指導を実施した。また、保健主任会

において性にかかわる指導の考え方、進め方について確認す

るとともに、東京都教育委員会が作成した「性教育の手引」

を参考に、養護教諭との連携も図り適正に実施した。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

随時実施した。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

こんにちは赤ちゃん訪問の訪問件数 631 件。 

子育てが始まったばかりの母親を対象に、交流や情報交換が

出来る場を年 12 回設けた。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

様々な健診を行い、女性の保健事業を推進した。 

特定健康診査  男性 2,893 人・女性 4,043 人 

健康診査     男性 1,858 人・女性 2,804 人 

胃がん健診   男性 549 人・女性 713 人 

肺がん検診    男性 552 人・女性 766 人 

子宮がん検診  女性 1,235 人 

乳がん検診    女性 996 人 

大腸がん検診    男性 882 人・女性 1,317 人 

骨密度検査      女性 654 人 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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＜計画の基本的視点＞ 

①ＤＶはどんな理由があっても許されないという認識の徹底 

②ＤＶの特徴や被害実態を十分に理解し、切れ目のない支援 

③地域課題に則したきめ細かな取組みの推進 

④既存のセーフティーネット制度の活用 

⑤東京都との連携強化、関係機関等との連携体制の拡充 

 

【施策】 

（１）ＤＶの予防のための取組み 

 ＤＶを根絶させるためには、すべての世代に対して、言葉による暴力や経済的な押さえ

つけも暴力であると認識させ、ＤＶそのものを理解するための広報啓発活動の普及が重要

です。ＤＶについての理解を広め、深めるための取組みは、すべての世代に対して実施し

ていきます。 

 暴力を予防するための取組みとしては、学校教育・社会教育での周知・啓発活動や若年

層に向けた広報啓発活動を重視して推進していきます。 

 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

36 

DV 防止のための

広報啓発活動の普

及 

ＤＶの背景、実態を理解するため、様々な機会を通じ

て広報啓発活動を普及 
政策室 

37 
デートＤＶに関す

る啓発 

デートＤＶに関して若年層が主体的に考えることが

できるよう、予防のための啓発を実施 
政策室 

38 
学校における暴力

防止教育 

学校教育を通じてどんなことがあっても暴力は許さ

ないという指導を実施 
指導室 

 

 

 

◇デートＤＶ 

 結婚前の恋人間で起こるＤＶのことをいいます。 

狛江市配偶者暴力対策基本計画 
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＜配偶者暴力対策基本計画の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ ０ 

Ｂ 現状維持 13

Ｃ あまり進んでいない 0 

Ｄ まったく進んでいない 0 

計 13

 

＜総括＞ 

 

・ＤＶ予防のため、今後も積極的な周知、啓発活動が必要である。広く市民に呼びかけ 

る取組みや、教育現場における指導を充実させていく必要がある。 

・実態把握、相談業務の充実のために関係機関との連携を強めていくとともに、庁内関 

 係課間の情報共有体制の強化が求められる。 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

庁舎ロビーでＤＶ防止啓発のための展示を行った。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

都が作成する資料を配布した。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

東京都教育委員会事業「ふれあい（いじめ防止）月間」に年

３回取組み、問題行動等に対してきめ細かく指導が行えるよ

う校長会、副校長会、生活指導主任会等で指導のポイントを

周知した。児童虐待防止研修セットを活用して、児童・生徒

の虐待防止にも取組んだ。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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（２）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援 

 ＤＶは、外部からは発見しにくく、様々な状況のもとで被害者自身が相談しにくいケー

スも少なくありません。 

 ＤＶを発見し情報提供してもらうためには、学校や児童相談所、民生・児童委員、町会・

自治会、相談窓口、医師会などの関係者からの情報提供や通報・連絡について、広く市民

の理解と浸透を図っていくことが大切です。 

医師の治療が必要な暴力を受けた場合には、医師会と連携し、被害者の意思を確認した

上での市・警察署への迅速な通報・連絡による一時避難場所への保護など、被害者の安全

確保を最優先に取り組みます。 

関係機関と連携し、様々な施策や制度を活用することによる被害者の自立支援を行って

いきます。 

あわせて、関係機関職員による二次被害の防止対策として、被害者の人権尊重と被害者

情報の秘匿に取組む必要があります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

39 

関係機関等による

情報提供の周知、

健診等を通じての

早期発見と対応 

ＤＶ発見や被害者からの相談に関する情報提供につ

いて、市民や医療、福祉、教育、相談窓口等の関係者

への理解と浸透 

政策室 

子育て支援課 

40 被害者の安全確保 既存の一時保護避難場所との連携 子育て支援課 

41 
子どもの安全確保

とケア 

児童虐待防止のため、ＤＶがある家庭の子どもの安全

確保 
子育て支援課 

42 
民間シェルターへ

の支援の検討 

被害者の緊急一時保護に重要な役割を果たしている

民間シェルターへの支援を検討 
子育て支援課 

43 被害者の自立支援 
日常生活、就業、住居等について各種制度を活用し、

関係機関と連携しながら被害者の自立を支援 
子育て支援課 

44 二次被害の防止 
関係機関職員による二次被害の防止対策として、被害

者の人権尊重と被害者情報の秘匿への取組み強化 
政策室 

 

 

 

◇民間シェルター 

 民間団体によって運営されている暴力を受けた被害者が緊急一時的に避難できる施設です。被

害者の相談や自立へ向けたサポート等の援助も行っています。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

DV 及びストーカー行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

を開催し、関係各課で情報を共有した。（政策室） 

関係機関等からの情報提供や通報・連絡を受ける窓口となっ

た。（子育て支援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

母子・父子自立支援員による緊急一時保護施設への保護など、

被害者への安全確保を最優先に取組んだ。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

母子・父子自立支援員によるＤＶ被害者及びその子どもの安

全確保を最優先に取組むとともに、関係機関等と連携して、

専門職等による子どもの心理的ケアに努めた。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

関係機関との意見交換会の中で情報共有、意見交換を行った。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

母子・父子自立支援員により情報提供を行うとともに、関係

機関との連携により、被害者の自立支援に努めた。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

DV 及びストーカー行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

を開催し、被害者への対応について、事例を共有した。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

 



25 
 

（３）相談業務の充実と関係機関との連携 

 配偶者等から暴力を受けた場合の相談窓口や相談先の周知・徹底を図っていきます。Ｄ

Ｖをはじめとする暴力や人権侵害の解決に向けて、市の様々な相談や窓口の担当部署が連

携して対応することは欠かせません。 

 また、東京都女性相談センターや警察署との連携の他に、医療機関での一般診療におい

て暴力の有無を的確に判断し、患者からの相談に対して、医師と市、警察署との緊密な通

報連絡体制の連携が重要です。 

 医療機関や学校等と連携し、それぞれの役割を活かした被害者支援のネットワークの構

築を図っていきます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

45 
ＤＶに関する相談

窓口の充実と周知 
ＤＶ相談事業の充実とＤＶに関する相談先の周知 

政策室 

子育て支援課 

46 
関係機関との連携

強化 

学校、東京都女性センターや、医療機関や警察等との

連絡体制の連携 
子育て支援課 

47 
被害者支援のため

の庁内連携の強化 

相談や関係窓口の部署が適切な対応ができるよう、庁

内連携のための組織を通じて連携強化 

政策室 

子育て支援課 

48 

配偶者暴力相談支

援センター機能の

検討（新規） 

配偶者暴力相談支援センター機能について研究と整

備の検討 
政策室 

 

 

 

 

 

◇配偶者暴力相談支援センター 

 相談・一時保護・就労や住宅等自立生活のために必要な情報の提供等を行う、ＤＶ被害者支援

のための拠点です。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

広報こまえや市ホームページ、庁舎２階男女共同参画コーナ

ー、公共施設トイレ内掲示板にて周知した。また、ＤＶ及び

ストーカー行為等の被害者支援に関する庁内連絡会におい

て、庁内窓口担当部署との情報共有を行い、相談窓口の充実

を図った。（政策室・子育て支援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

東京都女性相談センターを始め、管内警察署等との情報交換

会を通して情報共有・意見交換を行った。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

ＤＶ及びストーカー行為等の被害者支援に関する庁内連絡会

において、庁内窓口担当部署との情報共有を図った。また母

子・父子自立支援員による相談対応において、庁内関係部署

との連携を図った。（政策室・子育て支援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

情報収集や関係課との情報交換を行った。 Ｂ 

配偶者暴力支援センター機

能検討に向けて情報収集等

を行ったため 
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基本目標３ あらゆる分野で男女が活躍できる社会づくり  

  

男女共同参画社会を実現するために、政治分野、行政分野、地域活動等における、あら

ゆる分野において男女が対等な立場で参画することを進めます。 

 

 

【施策】 

（１）市政・行政分野における男女共同参画 

 男女が幅広く市政に参画できるように、市政に参画する市民委員の募集や審議会等開催

等の情報提供を行います。 

 また、行政が自ら積極的な男女共同参画を実践するために、職員の能力向上と育成を図

り、女性管理職の登用に努めます。審議会・委員会等への女性登用を進め、すべての審議

会・委員会・委嘱委員等において、一方の性のみの構成とならないよう、是正措置を図り

ます。 

 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

49 
市政に参画する情

報提供 

市民委員の公募、審議会等の開催予定等について広

報、ホームページ等により情報提供 
政策室 

50 

審議会、委員会、

委嘱委員等におけ

る両性の確保 

両性の委員を確保し、男女のどちらかの割合が 40％

を下回らないよう是正措置 
政策室 

51 
女性管理職の登用

の促進 

研修等を通じ職員の能力向上を図り、女性管理職の登

用を促進 
職員課 
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＜基本目標３の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ ３ 

Ｂ 現状維持 ３ 

Ｃ あまり進んでいない ０ 

Ｄ まったく進んでいない ０ 

計 ６ 

 

＜総括＞ 

 

・女性の管理職への登用が進んだことは男女共同参画への一歩である。審議会等委員 

については、引き続き両性確保に努める必要がある。 

・市民活動支援センターの開設準備、女性視点の防災冊子発行等、新規事業が見られ 

た。今後はそれぞれを活用し、地域活動における男女共同参画を更に浸透させたい。 

 
 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

無作為抽出による審議会公募市民委員の選任を行った。 

審議会等の開催予定、市民委員の募集等の情報を、広報こま

え、市ホームページに掲載して情報提供を行った。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

委員の男女比は、男性 364 人（72.2％）、女性 76 人（27.8％）

（平成 28 年３月時点）。 
Ｂ 

両性の委員を確保している

ものの、前年度と同水準で

あり、目標値には達してい

ないため 

平成 27 年度中、課長職から部長職への昇任者１名、課長補

佐職から課長職への昇任者が１名いた。 

女性職員が自身のキャリアビジョンを構築し意識改革を図る

ことを目的とした、女性職員キャリアデザイン研修を実施し

た。 

Ａ 
部長職への女性職員の登用

を行ったため 
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（２）地域活動における男女共同参画 

 地域における市民活動等において、男女が平等に方針決定の場に参画できるように、Ｎ

ＧＯ・ＮＰＯや市民団体の活動を支援します。 

 また、地域防災において男女共同参画の視点を取り入れた取組みを推進します。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

52 

NGO、NPO、市民

活動団体への支援

や参加促進 

関連記事を広報やホームページに掲載し活動を支援

するとともに、男性が活動に参加しやすい仕組みを工

夫 

政策室 

地域活性課 

53 

地域活動を担う女

性リーダーの育成

促進（新規） 

自治会等への働きかけやリーダー講習会等の情報提

供・実施 
政策室 

54 

男女共同参画の視

点を取り入れた災

害対策の推進 

（新規） 

男女のニーズの違いに配慮し、女性の意見の反映を促

進し、男女双方の視点に基づいた避難所運営や備蓄品

の整備 

安心安全課 

 

 

 

 

◇ＮＧＯ 

 「Non-Governmental Organization」の略で、民間人や民間団体のつくる非政府組織・機構

であり、日本では、「国際協力に携わる組織」や「政府を補完する側面」というような場合に使用

されます。 

 

◇ＮＰＯ 

 「Non-Profit Organization」の略で、非営利の市民団体のことで、ボランティア活動等の社

会貢献活動を行う営利を目的としない団体のことを指します。 



30 
 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

市民活動支援センター開設に向けて準備を進めた（平成 28

年度設置）。（政策室） 

市内 NPO 団体に「市民公益活動事業補助金」等の情報を提

供した。また、市民活動・生活情報誌「わっこ」を毎月発行

し、その中で、団体情報の紹介、参画の機会等の情報提供を

行っている。（地域活性課） 

A 
前年度継続事業に加え、新

規取組みを行ったため 

参加と協働市民フォーラムを行い、女性を含む地域で活躍し

ている方の話を聞く機会を設けた。 
B 

前年度継続事業に加え、更

なる取組みが必要なため 

避難所運営協議会で活躍する女性目線のインタビューや災害

時の防犯対策について掲載した女性視点の防災冊子「今日か

らはじめる狛江防災」を発行し、関係機関のほか市内小中学

校・保育園・幼稚園の保護者、都立狛江高校の生徒等へ配布

した。 

Ａ 
避難所における女性視点の

必要性を広く周知したため 
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基本目標４ 就労環境の整備、ワーク・ライフ・バランスの推進  

 男女がともに個性や能力を発揮し、自分らしい生き方を選択でき、あらゆる年代にお

いて、仕事と子育てや介護などの仕事以外の生活との両立ができる社会にするためには、

働き方の見直しを含む「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」を推進する必

要があります。 

 ワーク・ライフ・バランスを推進することは、多様で柔軟な生き方を可能とし、個人の

生活を豊かにします。また、企業にとっても生産性の向上が期待できるものです。市は、

ジェンダー（社会的性別）による男女の固定的役割にとらわれない意識づくりを進めると

ともに、男女が自らの働き方を見直し、事業者がワーク・ライフ・バランスの推進につい

て理解し、その取組みを促進するための支援が重要であると考えます。 

 女性の経済的自立は女性の人権の確立を図る上で重要な課題であり、特に子育て中の女

性が新たに就労しようとしても困難な状況があります。就労に関わる情報提供と女性の能

力発揮の支援を図り、男女一人ひとりが自由に生き方を選択できる社会の形成を推進して

いきます。 

 

 

【施策】 

（１）法・制度の周知・啓発 

 労働基準法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法等の法・制度を、市民及び事業者

に対し周知・啓発を進めます。法・制度が遵守されるよう、国や東京都との連携強化を図

ります。 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

55 

労 働 関 係 法 、 育

児・介護休業制度

等の周知啓発 

法律や制度について理解するセミナー実施やパンフ

レット配布 

政策室 

地域活性課 

 

 

 

◇ジェンダー 

 生物学的な性をセックスと呼ぶのに対し、社会通念や慣習等、社会によってつくられた「女ら

しさ」「男らしさ」のような社会的・文化的な性をジェンダーと呼びます。（「ジェンダー」という

用語それ自体には、良い悪いの価値判断を含むものではありません。） 
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＜基本目標４の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ １ 

Ｂ 現状維持 ８ 

Ｃ あまり進んでいない 1 

Ｄ まったく進んでいない 0 

計 10

 

＜総括＞ 

 

・情報提供や周知、啓発の方法について、国や都が作成した資料の活用を更に積極的 

に行うべきである。 

・市民活動・生活情報誌の活用について、今後更なる活用を検討したい。 

・各種セミナーについても、広報の方法を工夫し、広く参加者を募る等引き続き働き 

かけを行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

国・都等が作成したパンフレット、冊子等を配布、提供する

ことで情報提供を行った。育児・介護休業制度の周知、啓発

については実施せず。（政策室） 

東京都労働相談情報センターによるセミナーが３回開催さ

れ、共催した。（地域活性課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

 市民や事業者がワーク・ライフ・バランスについて理解を深められるよう広報活動や

様々な情報提供等の支援を行います。 

 市民に対する講習会の実施や労働者の権利が確保されるよう相談体制の充実を図りま

す。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

56 

ワーク・ライフ・

バランスに関する

意識啓発 

国等の両立支援事業、労働時間の短縮等、ワーク・ラ

イフ・バランスの情報収集・提供、広報・普及啓発 

政策室 

地域活性課 

子育て支援課 

57 

労働に関する相談

の実施やセミナー

開催 

法律相談等の充実や労働セミナーの開催 
秘書広報室 

地域活性課 

 

 

（３）事業者等への情報提供と連携強化 

 育児・介護との両立支援事業や、労働時間の短縮等の普及促進を図るために、事業者へ

の普及促進事業を推進し、企業の積極的な取組みを奨励します。商工会等を通じ事業者と

の連携強化を図ります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

58 
事業者との連携強

化と働きかけ 

事業所の良好な就労環境推進のため、事業者への働き

かけと連携を強化 
地域活性課 

59 

ア ン ペ イ ド ワ ー

ク、自営業の経営

と家計分離に関わ

る普及啓発 

パンフレット・資料の情報提供や自営業者に対する講

習会の実施 
地域活性課 

60 
商工会等との情報

交換 
商工会との連携を密にし関係団体と随時情報交換 地域活性課 

 

 

 

◇アンペイドワーク 

 無償労働と訳され、賃金・報酬が支払われない労働・活動を意味します。具体的には、家事、

介護・看護、育児、買い物、社会的行動を無償労働の範囲としています。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

国・都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、

提供することで情報提供を行った。（政策室・地域活性課） 

市民活動・生活情報誌「わっこ」に育児休業の記事を掲載し、

ワーク・ライフ・バランスに関する周知を行った。（子育て支

援課） 

Ａ 
前年度継続事業に加え、新

規取組みを行ったため 

法律相談等を開催した。（秘書広報室） 

東京都労働相談情報センターによるセミナーが３回開催さ

れ、共催した。（地域活性課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

国・都等が作成したパンフレット、冊子等を配布、提供する

ことで情報提供を行った。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

窓口にて相談があった際に、農林水産省が定めた家族経営協

定について説明できる体制づくりをしている。 
Ｃ 

市として具体的な働きかけ

を行っていないため 

適宜情報交換を行っている。 Ｂ 前年度事業の継続のため 
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（４）チャレンジへの支援 

 在職者、及び子育て中の女性等再就職を希望する人に対する情報提供やスキルアップ講

習、また起業相談といったチャレンジへの支援を行います。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

61 
起業支援の情報の

提供 
起業相談の情報提供・実施 地域活性課 

62 
再就職希望者への

自己啓発の支援 
職業能力開発センター事業等の紹介と講座等の実施 地域活性課 

63 
職業相談・就職情

報提供 
ハローワークの紹介、求人情報等の情報提供 地域活性課 

64 

職業能力向上に向

けた機会・情報提

供 

スキルアップ講習会の実施、情報提供 地域活性課 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

国・都等が作成したパンフレット、冊子等を配布、提供する

ことで情報提供を行った。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

就職活動に関するセミナーについて、対象を絞り、５回に分

けて実施した。中高年向け（13 名参加）、女性向け （28

名参加）、一般向け（計２回）（32 名参加）、若年者向け（８

名参加）。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

No.62 に同じ。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

No.62 に同じ。 Ｂ 前年度事業の継続のため 
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基本目標５ 子育て・介護を支える環境の充実  

 

 いつでも、誰もが子どもを産み育てることができる子育て環境を整備するとともに、地

域活動や就労と介護の両立ができる社会をめざします。 

 子育て、介護に関する市の関連計画を推進し、男女がともに、子育てや高齢者・障がい

者等の介護・介助を担えるよう環境整備を図るとともに、地域全体での支援体制を充実し

ていきます。 

 

【施策】 

（１）子育てサービスの充実 

 市は、狛江市子ども・子育て支援事業計画等を推進し、待機児の解消、市民ニーズを踏

まえた各種の子育てサービスを実施します。 

 子育て支援をテーマとした講座の実施や、広報紙やホームページ、子育てに関するポー

タルサイトを活用した広報・啓発活動により、子育て支援の拡充を図ります。 

 

 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

65 子育て相談 

子育てひろば、子ども家庭支援センター、児童相談所、

保健所等関係機関との連携強化 

市内施設での相談の実施 

子育て支援課 

児童青少年課 

66 

多様なニーズに対

応した保育サービ

スの提供 

乳幼児保育・産休明け保育の充実、長時間開所保育の

実施 
児童青少年課 

67 一時預かりの実施 一時保育事業、子どもショートステイ事業の実施 
子育て支援課 

児童青少年課 

68 
障がい児への支援

の充実 

障がい児の保育時間の延長、障がい児の受入月齢引下

げ、障がい児学童保育受入の充実 
児童青少年課 
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＜基本目標５の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ 13

Ｂ 現状維持 20

Ｃ あまり進んでいない ０ 

Ｄ まったく進んでいない ０ 

計 33

 

＜総括＞ 

 

・新規保育園等の開園による待機児の解消に向けた取組みや、狛江プレーパークの開 

園、新規講座の開催等により、子育てサービスの充実を図ることができた。 

・機能強化型地域包括支援センター設置や、家族介護者への支援事業等に力を入れてお 

り、介護サービスの充実が図られた。 

・周知規模の拡大、更なるサービス向上を目指したい。 

 
 
 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

子ども家庭支援センター及び子育て支援課、和泉児童館・岩

戸児童センター「子育てひろば」、学童保育所「あそびの広場」、

保育園の園庭開放「おひさま」、みんなで子育て事業「野川た

んぽぽひろば」において子育て相談を実施した。（子育て支援

課・児童青少年課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

三島保育園において産休明け保育を開始した。また、産休明

け保育や 20 時までの延長保育を行うベネッセ狛江南保育園

を開園した。 

Ａ 

１園で産休明け保育を実

施。また、多様なニーズを

反映した新設園を開園した

ため 

一時保育 家庭福祉員（延べ利用日数 129 日） 

子どもショートステイ（述べ利用日数 38 日）（子育て支援

課） 

駄倉保育園、虹のひかり保育園、家庭福祉員宅で引き続き一

時保育を実施した。（児童青少年課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

新設認可保育園を含め、専門家による巡回相談を継続して実

施した。学童クラブにおいても引き続き専門家による巡回相

談を実施し、障がい児への支援の充実を図っている。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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No. 事業名 概要・目標 担当課 

69 

放課後等の子ども

の居場所づくりの

充実 

小学生クラブ、学童保育所、放課後クラブ、児童館、

児童センターの充実、放課後子ども教室事業の充実と

運営体制の強化 

児童青少年課 

70 病児保育の充実 病児保育室での医師・保育士等の連携 子育て支援課 

71 
私立幼稚園への助

成 
私立幼稚園協会等への助成 子育て支援課 

72 
待機児対策の推進

（新規） 
認可保育園、認定子ども園、地域型保育等の施設整備 児童青少年課 

73 
子育て支援に関す

る講座の実施 

子育て講座の実施や子育て支援に関するセミナー等

の開催 

子育て支援課 

公民館 

74 子育て支援広報 
広報紙、ホームページ等を通じた子育て支援情報の掲

載、子育てに関するポータルサイトの拡充 
子育て支援課 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

和泉児童館改築により代替施設での実施となったが、引き続

き児童館事業、和泉小学生クラブを実施した。また、平成 28

年 2 月に西河原公園内に自由な発想で自由に遊べる狛江プレ

ーパークを開園した。 

Ａ 

狛江プレーパークを開園

し、子どもの居場所の充実

が図られたため 

狛江すこやか病児保育室にて事業を実施した。 

年間登録者数 479 人 

延べ利用日数 449 日 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

私立幼稚園協会を通して、教職員への研修、園児の衛生管理、

心身障害児保育事業等に関する補助を行い、私立幼稚園の環

境向上に繋げた。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

パイオニアキッズ西野川園、宮前保育園民営化によるめぐみ

の森保育園、小規模保育所２ヵ所の開設により定員 152 名増

を実現し、平成 28 年４月１日現在の待機児を昨年度の 175

名から 33 名減の 142 名とした。 

多様な手法による保育所待機児の解消を目的とした狛江市待

機児対策推進本部を設置した。 

A 

狛江市待機児対策推進本部

の設置及び新設園等による

定員増が図られたため 

子育て講座全４回（「パパと一緒にベビーマッサージ！」、「親

子体操！」、「親子で聴こう！アコーディオンとヴァイオリ

ン」、「今こそ！孫育て "じじばば"だからできること」を実施。

（子育て支援課） 

親子リトミック「音楽であそぼう」（全３回）、「ものがたりｄ

ｅリトミック」、「二人目妊娠中のママに」、「おもちゃのひろ

ば・木育」（全４回）、「子育てについて考える」（全 13 回）

を実施。（公民館） 

Ａ 
前年度継続事業に加え、新

規講座を開催したため 

広報こまえ及び市ホームページにて情報提供を行うととも

に、子育てポータルサイトを活用して、積極的な情報発信に

努めた。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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（２）介護サービスの充実 

 市は、狛江市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画、狛江市障害者計画・障害福祉

計画を着実に推進し、介護サービスの基盤整備、介護保険制度の適正な運営、高齢者福祉

サービスと障がい者福祉サービスの充実を図ります。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

75 
高齢者の在宅介護

サービスの充実 

通所介護、訪問介護、訪問看護、短期入所生活介護、

短期入所療養介護等サービスの充実 
高齢障がい課 

76 
介護保険制度の周

知 
パンフレットの配布・まなび講座を実施 高齢障がい課 

77 
地域包括支援セン

ターの機能の充実 

総合的に福祉サービス等の相談を受けられるように、

関係機関と連絡調整・地域ケア会議開催 
高齢障がい課 

78 
障がい者の在宅支

援サービスの充実 

ホームヘルパー派遣制度、緊急一時保護事業、配食サ

ービス、入浴サービス等の充実 
高齢障がい課 

79 
家族介護者への支

援（新規） 

介護講習会の開催や家族・介護者のつどいの支援、家

族介護者の相談事業の実施 

福祉相談課 

高齢障がい課 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

地域密着型サービスの小規模多機能型居宅介護（1 ヵ所）、認

知症対応型共同生活介護（2 ヵ所）、認知症対応型通所介護（1

ヵ所）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（1 ヵ所）夜間対

応型訪問介護（1 ヵ所）の整備・開所を行った。 

Ａ 
各サービスの充実が図られ

たため 

介護保険制度で 1 号被保険者となる 65 歳の方を対象に介護

保険への理解を深めてもらうため、1 年前の 64 歳到達時に

介護保険パンフレットを送付した。（対象者 716 件。） 

Ａ 対象者全件に実施したため 

市内の３センターの統括・相互調整の機能を持つ「機能強化

型地域包括支援センター」の設置に向け、具体的な設計を進

めた。（平成 28 年度設置） 

Ａ 
具体的な設計を進めること

ができたため 

ホームヘルパー派遣の公費負担や緊急一時保護事業(在宅)の

実施により、介護を支える環境の充実に貢献している。また、

障害福祉サービス等事業者連絡会において事業者間の連携を

図っている。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

介護者の会は市内５ヵ所において毎月開催し、介護者のつど

いとして、有識者等による講演と交流会の２部構成の会を年

２回実施した。 

介護者サポートへの取組みとしては、サポーターのフォロー

アップのための研修会及びネットワーク作りのための連絡会

をそれぞれ年２回実施した。（福祉相談課） 

A 新規事業立ち上げのため 
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（３）人材の確保と研修 

 子育てや介護を支える人材の確保とともに、資質向上のための研修を充実します。男性

保育士や男性ボランティア等の充実も図り、社会全体で支える仕組みを強化します。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

80 

子育て・介護を支

えるボランティア

等の養成 

子育てボランティア講座や認知症サポーター養成講

座、障がいに関する講座等、地域課題に対応できる力

を養う場として講座等を開催 

地域福祉課 

高 齢 障 が い 課

（※） 

子育て支援課 

81 男性保育士の確保 
男女を対象に平等・公正に保育士を採用、保育士募集

における男性への働きかけ 

職員課 

児童青少年課 

82 

介護者等の専門職

の養成や資質向上

のための研修の実

施、情報提供 

福祉系大学実習生の受入、ヘルパー講習会等の実施、

研修等の情報提供 

福祉相談課 

高齢障がい課 

83 
乳幼児・障がい児

保育研修の実施 
専門家からの指導助言、研修会実施 児童青少年課 

 ※業務内容を鑑み、担当課を福祉相談課から高齢障がい課へ変更。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

笑顔サービス事業を実施した（社会福祉協議会）。会員数 108

名（平成 28 年３月 31 日時点）。（地域福祉課） 

視覚障がいのある方への理解促進のため、市民向けの講習会

を行った。（デイジー講習会参加人数 15 名）（高齢障がい課）

子育てボランティア講座を開催した。参加者５名（子育て支

援課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

採用には至らなかったが、男性３名の応募があった（女性は

１名採用）（職員課） 

嘱託職員の採用について、引き続き平等・公正に選考を行っ

た。（児童青少年課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

大学等の依頼を受けて、社会福祉士を目指す学生に対し、資

格の取得に必須である社会福祉士相談援助実習を行ってい

る。平成 27 年８月から 11 月にかけて、法政大学（男子２

名）淑徳短期大学（女子１名）田園調布学園大学（女子１名）

日本社会事業大学（女子１名）杏林大学（女子１名）の実習

を行った。（福祉相談課） 

ヘルパー研修会を開催し、介護等についての市民の意識を高

めるとともに、技術の向上や資質向上、学習機会の提供を行

っている。視覚障がい者向けのガイドヘルパー（同行援護従

事者養成）参加人数 12 名。（高齢障がい課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

認可保育園で実施している巡回相談を新設の私立保育園にお

いても開始し、専門家の指導助言を受けた。 

また継続事業として、あいとぴあ子ども発達教室「ぱる」で

の保育実践研修や、６園合同研修を実施した 

Ａ 
新たに私立保育園２ヵ所で

巡回相談を開始したため 
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（４）暮らしやすい環境づくり 

 高齢者や障がい者をはじめ、誰もが安心して暮らせるような環境を整備し、道路や住宅

のバリアフリー化の整備を推進し、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進めま

す。 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

84 
あいとぴあセンタ

ーの機能の充実 

高齢者や障がい者等が暮らしやすい環境を推進する

場としてのあいとぴあセンター機能の充実 

高齢障がい課 

健康推進課 

85 
住宅のバリアフリ

ーの推進 

高齢者・障がい者が安全に生活できるように相談窓口

における住宅改修サービスや日常生活用具給付の案

内 

高齢障がい課 

86 

福祉のまちづくり

の普及・推進 

（新規） 

ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの促進 地域福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

◇ユニバーサルデザイン 

 文化・言語の違い、老若男女といった差異、障がいの有無等に関わらず、すべての人が使いや

すいように設計されているデザインのことをいいます。 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

あいとぴあセンター内において、老人福祉センターとして入

浴・レクリエーションの場を提供している（平成 27 年度利

用者数 延べ 30,498 人）。障害者福祉センターとして相談

や訓練、スポーツ・レクリエーションの場を提供している（平

成 27 年度利用者数 延べ 7,061 人 ※サポートでの相談事

業の利用者も含む）。（高齢障がい課） 

あいとぴあセンターのバリアフリーについては建設時に実施

済み（健康推進課） 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

介護保険制度における住宅改修及び高齢者施策における自立

支援住宅改修費給付において住宅のバリアフリー化を行って

いる。また在宅の重度身体障がい者（児）に対しては、玄関

等の住宅設備の改善に要する費用を給付し、在宅生活の支援

や日常生活の利便を図り、住宅のバリアフリー化を行ってい

る。さらに相談等により最適なサービスを受けられるよう各

制度の説明を行っている。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

市内で建物を建設・改修する事業者に対し、各課協議を通じ

て、福祉環境整備基準の遵守と福祉環境整備基準適合証の取

得に努めてもらうよう要請した。 

福祉環境整備基準適合証を取得施設は２ヵ所（社会福祉法人

雲柱社めぐみの森保育園、狛江市立和泉児童館）である。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 
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（５）地域福祉活動の促進 

 社会福祉協議会をはじめ、各種団体との連携を進め、地域ケア・マネジメント体制の充

実とともに、地域福祉の促進と生きがいづくりに向けた身近な拠点整備を進めます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

87 
保健センターの充

実 
健康に関する事業の充実 健康推進課 

88 
老人福祉センター

の充実 
老人福祉センター事業の充実 高齢障がい課 

89 
障害者福祉センタ

ーの充実 

水泳教室、給食サービス、療育相談、その他相談事業

等の実施 
高齢障がい課 

90 相談機関との連携 相談支援事業所等との連絡会を開催 福祉相談課 

91 
福祉推進団体の活

動拠点整備 

あいとぴあセンター内のボランティアセンター等に

おいて福祉推進団体の活動の場を確保 
政策室(※) 

 ※業務内容を鑑み、担当課を福祉相談課から政策室に変更。 

 

（６）地域で活動・交流できる場づくり 

 健康づくりをはじめ、生涯学習、生涯スポーツ、就労、社会活動への参加の促進を図り、

障がい者や高齢者等の生きがいづくりと能力活用を進めます。 

 また、子育て世代が子どもと一緒に交流でき、世代を越えて交流を深める場づくりへの

支援を進めます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

92 市民農園の活用 市民農園の充実、シルバー区画と福祉区画を設置 地域活性課 

93 
高齢者の能力開発

講座の実施 
多様な能力開発講座の実施 公民館 

 



48 
 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

施設内各機関と連携しながら事業を実施した。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

あいとぴあセンター内に入浴・レクリエーションの場として

の老人福祉センターを設けている（平成 27 年度利用者数 延

べ 30,498 人）。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

あいとぴあセンター内「サポート」にて障がい者の就労支援、

生活支援を行っている。 

就労支援 1,285 件 

生活支援   485 件 

あいとぴあセンター内のプール施設をレクレーションの場と

して提供している。 

利用延べ人数  5,291 人     

Ｂ 前年度事業の継続のため 

相談支援事業所「リヒト」と月１回連絡調整会議を行った。

また、狛江市内の相談支援事業所とも月１回連絡会を行った。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

福祉推進団体の活動の場としても活用できる市民活動支援セ

ンター開設に向けて準備を進めた（平成 28 年度設置）。 
A 

新たな活動の場の設置に向

けて取組めたため 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

全 415 区画のうち、110 区画をシルバー区画、２区画を福

祉区画として設置。全区画が活用されている。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

こまえ市民大学 全 23 回開催 

パソコン講座 全２回開催 
Ｂ 前年度事業の継続のため 
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No. 事業名 概要・目標 担当課 

94 
健康管理資料の作

成・配布 
健康ガイド等の作成、配布 健康推進課 

95 

スポーツ・レクリ

エーション活動の

推進 

体育施設等で各種スポーツ教室・大会の実施 社会教育課 

96 

子育てカフェ等の

子育て世代の交流

の場づくりの支援 

母親・父親が気軽に集まり、おしゃべりや食事やお茶

を子どもと一緒に楽しみ交流したり、世代間交流を深

めながら子育て相談等をできる場づくりへの支援 

子育て支援課 

97 
子育て支援団体へ

の支援 

子育て支援を行っている民間団体への情報提供やネ

ットワークづくり等の支援 
子育て支援課 

 

 



50 
 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

「健康ガイド」、「しょくいくガイド」、がん検診などのお知ら

せの作成・郵送・配布、「母子健康手帳」、その他の資料の配

布を行っている。 

Ｂ 前年度事業の継続のため 

成人を対象に「成人スポーツ教室」、小・中学生を対象に「青

少年スポーツ教室」「少年少女スポーツ大会」、市民を対象に

「市民スポーツ大会」「市民スポーツデー」を実施した。 

また、平成 27 年度は全市民対象の「チャレンジデー」、一流

スポーツ選手から指導を受ける小中学生対象の「スキルアッ

プ教室」、市制施行 45 周年記念事業の「夏期巡回ラジオ体操

会・みんなの体操会」を実施し、スポーツに親しむ場をより

多く提供した。 

Ａ 
前年度事業の継続に加え、

新規事業を実施したため 

子育て世代の交流の場として子ども家庭支援センター、和泉

児童館の子育てひろば、学童保育所の遊びのひろば、保育園

の園庭開放、野川たんぽぽひろばを実施した。また、子育て

世代をはじめとした多世代交流の場として、西河原公園内に

常設プレーパークを設置した。 

Ａ 
常設プレーパークを設置し

たため 

１団体に後援するとともに、３団体と共催で事業を行った。 Ａ 

新たに子育て支援団体１団

体と共催で事業を行ったた

め 
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基本目標６ 男女共同参画推進のための体制の強化  

総合的かつ効率的な計画推進のため、庁内組織の整備・強化を図り、市民と事業者とと

もに、男女共同参画を実践します。 

 また、国、東京都、他自治体との情報交換、連携も強化し、男女共同参画社会の実現を

図ります。 

  

【施策】 

（１）推進体制強化に向けた取組み 

 男女共同参画施策・事業を着実に推進していくために、庁内推進体制の充実として、推

進本部及び推進会議の機能の充実を図ります。 

 また、市民参加による計画の推進のため、男女共同参画推進委員会の取組みを推進する

とともに、市、事業者や関係団体との連携を強化、市民への効果的な周知・普及を図りま

す。 

 

 

 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

98 

男女共同参画推

進委員会の活動

推進（新規） 

男女共同参画推進委員会の機能や体制の強化、取組み

の推進 
政策室 

99 

男女共同参画関

係 団 体 へ の 支

援・連携 

市・事業者や団体・市民の相互交流の促進 政策室 

100 
庁内推進体制の

充実 

男女共同参画推進計画の推進本部と推進会議の機能

充実 
政策室 

101 

市民への男女共

同参画推進計画

の周知（新規） 

多くの市民が男女共同参画推進計画の取組みを知る

機会を提供 
政策室 
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＜基本目標６の各課事業の評価集計＞ 

Ａ 進んだ ２ 

Ｂ 現状維持 ４ 

Ｃ あまり進んでいない ０ 

Ｄ まったく進んでいない ０ 

計 ６ 

 

＜総括＞ 

 

・他市との市民交流会を実施する等、計画推進のための効果的な取組みが行われてい 

る。庁内及び市民への情報提供も積極的に行いたい。 

・男性の育児休業取得率及び職員の年次有給休暇取得率、時間外勤務時間数について、 

実績値の改善が見られた。 

・依然として職員配置における男女のバランスに配慮する必要のある職場があるため、 

改善に向けた取組みを行っていく。 

 

 

平成 27 年度実績 評価 評価理由 

委員会は年４回開催。平成 27 年 12 月に子育てフォーラム

を開催。また、他市との市民交流会を開催した。情報誌を発

行した。 

A 
他市との連携等、新たな取

組みを精力的に行ったため 

関係団体とチラシ配布や情報共有等を通じて連携した。 Ｂ 前年度事業の継続のため 

男女共同参画推進計画庁内推進本部及び推進会議を開催し

た。 
Ｂ 前年度事業の継続のため 

男女共同参画推進委員会の情報誌に掲載。また、HP 上で周知

した。 
Ｂ 

例年と同様に周知を行った

ため 
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（２）狛江市の取組み 

 市職員の長期的な行政運営を考慮し、あらゆる職場・職域において、男女のバランスの

とれた配置に努めます。 

 市役所が市内事業所のモデルとなれるよう、庁内でのワーク・ライフ・バランスの取組

みを進めていきます。 

 

No. 事業名 概要・目標 担当課 

102 

男女共同参画の視点に

立った職員配置への配

慮 

一般行政職における女性割合の 30％確保、あら

ゆる職場において男女のバランスのとれた配置 
職員課 

103 

庁内でのワーク・ライ

フ・バランスの取組み

の推進 

職員へのワークライフバランスの意識啓発、育

児・介護休業の取得率促進、時間外勤務の縮減 
職員課 
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平成 27 年度実績 評価 評価理由 

平成 28 年４月１日時点での一般行政職における女性職員の

割合約 33％。 

また、一部の職場において女性職員が配置できておらず、引

き続き職員配置における男女のバランスに配慮する必要があ

る。 

Ｂ 

前年度と比較して割合が横

ばいとなり、増加に至らな

かったため 

子育て・介護休暇制度ガイドブックを作成・配布した。 

次世代育成支援対策推進法に基づく第２期狛江市特定事業主

行動計画及び女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の

策定を行った。 

男性の育児休業取得率について、前年度 10％から 53.8％に

増加した。また、年次有給休暇については、平均取得日数が

前年度 10.3 日から 10.9 日に増加し、職員一人当たりの時

間外勤務平均時間数については、前年度106時間から101.9

時間に削減された。 

Ａ 
実績値の改善が見られたた

め 

 

 



 



 
 

 
 

資 料 編 

 
 

◇ 狛江市男女共同参画推進計画庁内推進本部設置要綱 

 

◇ 狛江市男女共同参画推進計画庁内推進会議設置要綱 

 

◇ 庁内推進本部・庁内推進会議開催経過 

 

◇ 庁内推進本部員名簿 

 

◇ 庁内推進会議委員名簿 

 

◇ 用語解説 
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狛江市男女共同参画推進計画庁内推進本部設置要綱 
 

 

平成22年９月10日要綱第89号 

改正 

平成24年３月28日要綱第37号 

平成26年４月14日要綱第65号 

平成27年３月30日要綱第35号 

狛江市男女共同参画推進計画庁内推進本部設置要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，男女共同参画社会の実現を目指し，男女共同参画を推進するための

施策を総合的かつ計画的に推進するため，狛江市男女共同参画推進計画庁内推進本部

（以下「本部」という。）を設置し，その運営に関し必要な事項を定めることを目的と

する。 

（所掌事項） 

第２条 本部は，次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 狛江市男女共同参画推進計画の総合調整及び推進に関すること。 

(２) 狛江市男女共同参画推進計画庁内推進会議に関すること。 

(３) その他本部長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 本部は，本部長，副本部長及び部員をもって組織する。 

２ 本部長は，企画財政部長をもって充てる。 

３ 副本部長は，部員の互選によって定める。 

４ 部員は，別表に定める職にある者をもって充てる。 

５ 本部長は，本部を代表し，会務を総理する。 

６ 副本部長は，本部長を補佐し，本部長に事故があるとき，又は本部長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

（本部会議） 

第４条 本部会議は，本部長が必要に応じて招集する。 

２ 本部会議は，部員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 本部長は，必要があると認めたときは，部員以外の者の出席を求め，説明又は意見を

聴くことができる。 

４ 本部会議の議事は，出席部員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，本部長の決

するところによる。 

（庶務） 

第５条 本部の庶務は，男女共同参画推進担当課において処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか，本部の運営に関して必要な事項は，本部長が別に

定める。 

付 則 

１ この要綱は，公布の日から施行する。 

２ こまえ男女平等推進プラン庁内推進本部設置要綱（平成13年要綱第37号）は，廃止す

る。 

付 則（平成24年３月28日要綱第37号） 

この要綱は，平成24年４月１日から施行する。 
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付 則（平成26年４月14日要綱第65号） 

この要綱は，公布の日から施行し，平成26年４月１日から適用する。 

付 則（平成27年３月30日要綱第35号） 

この要綱は，平成27年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

  

 企画財政部 秘書広報室長，政策室長  

 総務部 安心安全課長，職員課長  

 市民生活部 地域活性課長  

 福祉保健部 地域福祉課長，福祉相談課長，高齢障がい課長，健康推進課長  

 児童青少年部 子育て支援課長，児童青少年課長  

 教育部 指導室長，社会教育課長，公民館長，図書館長  
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狛江市男女共同参画推進計画庁内推進会議設置要綱 
 

 

平成22年９月10日要綱第90号 

改正 

平成24年３月28日要綱第37号 

平成25年９月３日要綱第121号 

平成26年４月14日要綱第65号 

平成27年３月30日要綱第36号 

狛江市男女共同参画推進計画庁内推進会議設置要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，狛江市男女共同参画推進計画を全庁的に推進するため，狛江市男女

共同参画推進計画庁内推進会議（以下「会議」という。）を設置し，その運営に関し必

要な事項を定めることを目的とする。 

（所掌事項） 

第２条 会議は，次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 狛江市男女共同参画推進計画の推進に関すること。 

(２) 狛江市男女共同参画推進計画庁内推進本部の決定事項に関すること。 

(３) 男女共同参画施策の在り方に関すること。 

(４) その他議長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 会議は，別表に定める男女共同参画関連施策を担当する課の職員の中から市長が

任命する委員をもって組織する。 

２ 会議に議長及び副議長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

３ 議長は，会議を代表し，会務を総理する。 

４ 副議長は，議長を補佐し，議長に事故があるとき又は議長が欠けたときは，その職務

を代理する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は，２年とし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。ただ

し，再任を妨げない。 

（会議） 

第５条 会議は，議長が招集する。 

２ 会議は，委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 議長は，必要があると認めたときは，委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聴

くことができる。 

４ 会議の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は，男女共同参画推進担当課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，会議の運営に関して必要な事項は，議長が別に定

める。 

付 則 

１ この要綱は，公布の日から施行する。 

２ こまえ男女平等推進プラン庁内推進会議設置要綱（平成13年要綱第36号）は，廃止す
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る。 

付 則（平成24年３月28日要綱第37号） 

この要綱は，平成24年４月１日から施行する。 

付 則（平成25年９月３日要綱第121号） 

この要綱は，公布の日から施行する。 

付 則（平成26年４月14日要綱第65号） 

この要綱は，公布の日から施行し，平成26年４月１日から適用する。 

付 則（平成27年３月30日要綱第36号） 

この要綱は，平成27年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

  

 選出区分 選出人員  

 企画財政部秘書広報室 １名  

 企画財政部政策室 １名  

 総務部安心安全課 １名  

 総務部職員課 １名  

 市民生活部地域活性課 １名  

 福祉保健部地域福祉課 １名  

 福祉保健部福祉相談課 １名  

 福祉保健部高齢障がい課 １名  

 福祉保健部健康推進課 １名  

 児童青少年部子育て支援課 １名  

 児童青少年部児童青少年課 １名  

 教育部指導室 １名  

 教育部社会教育課 １名  

 教育部公民館 １名  

 教育部図書館 １名  

 合計 15名  
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庁内推進本部・庁内推進会議開催経過 

 

 

＜庁内推進本部＞ 

日程 会議 内容 

平成 28 年 

９月 27 日 

平成 28 年度 

第１回 

・平成 28 年度狛江市男女共同参画推進計画庁

内推進会議について 

・平成 27 年度狛江市男女共同参画推進計画推

進状況報告書について 

 

 

＜庁内推進会議＞ 

日程 会議 内容 

平成 28 年 

６月２日 

平成 28 年度 

第１回 

・狛江市男女共同参画推進計画について 

・平成 27 年度推進状況報告書について 

・今後の予定について 
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庁内推進本部員名簿 

 
 

  職名 氏名 

本部長  企画財政部長 髙橋 良典 

本部員 

１ 企画財政部秘書広報室長 小川 みゆき 

２ 企画財政部政策室長 田部井 則人 

３ 総務部安心安全課長 鈴木 実 

４ 総務部職員課長 上田 博記 

５ 市民生活部地域活性課長 片岡 晋一 

６ 福祉保健部地域福祉課長 岡本 起恵子 

７ 福祉保健部福祉相談課長 小川 正美 

８ 福祉保健部高齢障がい課長 浅見 文恵 

９ 福祉保健部健康推進課長 小町 達 

10 児童青少年部子育て支援課長 白鳥 幹明 

11 児童青少年部児童青少年課長 鈴木 弘貴 

12 教育部指導室長 柏原 聖子 

13 教育部社会教育課長 安江 真人 

14 教育部公民館長 平林 哲郎 

15 教育部図書館長 西田 久美子 

 
                                            ＊平成 28 年９月現在 
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庁内推進会議委員名簿（任期：平成 26 年 10 月～平成 28 年９月） 

 
 

 所属名 氏名 

１ 企画財政部秘書広報室 吉田 恵美（議長） 

２ 企画財政部政策室 鈴木 知子 

３ 総務部安心安全課 大久保 里美 

４ 総務部職員課 塚脇 大佑 

５ 市民生活部地域活性課 中嶋 拓也 

６ 福祉保健部地域福祉課 渡邊 麻莉子 

７ 福祉保健部福祉相談課 泉 尚憲 

８ 福祉保健部高齢障がい課 遠藤 恵美 

９ 福祉保健部健康推進課 白井 加奈子 

10 児童青少年部子育て支援課 内藤 弘美 

11 児童青少年部児童青少年課 垣内 素峰 

12 教育部指導室 楢﨑 智加 

13 教育部社会教育課 相川 圭介（副議長） 

14 教育部公民館 千葉 茂 

15 教育部図書館 肱岡 真奈香 

 
                                           ＊平成 28 年９月現在 
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用語解説 

 

【アンペイドワーク】 

 無償労働と訳され、賃金・報酬が支払われない労働・活動を意味します。具体的には、

家事、介護・看護、育児、買い物、社会的行動を無償労働の範囲としています。 

 

【ＮＧＯ】 

 「Non-Governmental Organization」の略で、民間人や民間団体のつくる非政府組織・

機構であり、日本では、「国際協力に携わる組織」や「政府を補完する側面」というよ

うな場合に使用されます。 

 

【ＮＰＯ】 

 「Non-Profit Organization」の略で、非営利の市民団体のことで、ボランティア活

動等の社会貢献活動を行う営利を目的としない団体のことを指します。 

 

【ケアマネジメント】 

 介護の必要な障がい者、高齢者に適切な介護計画を立て、それに従って十分なサービ

スを提供することをいいます。 

 

【ジェンダー】 

生物学的な性をセックスと呼ぶのに対し、社会通念や慣習等、社会によってつくられ

た「女らしさ」「男らしさ」のような社会的・文化的な性をジェンダーと呼びます。（「ジ

ェンダー」という用語それ自体には、良い悪いの価値判断を含むものではありません。） 

 

【スキルアップ】 

 仕事に必要な技術や技能をスキルといい、これを自ら磨き上げることをスキルアップ

といいます。現在の仕事・昇進にはもちろん、再就職や転職にもつながります。 

 

【性的マイノリティ】 

 性的少数者のことを表します。性同一性障害、インターセックス（先天的に身体上の

性別が不明瞭なこと）の人々等を含む総称です。 

 

【セクシュアル・ハラスメント】 

 職場、学校、地域活動（自治会、ＰＴＡ等）の場で、相手を不快にさせるような性的

な発言や行為のことをいいます。 
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【ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）】 

 夫婦間や恋人など親しい間柄での暴力のことをいいます。身体的暴力の他、性的暴力

や言葉による精神的暴力、生活費を渡さない等の経済的暴力、外出を制限する等の社会

的暴力があります。 

 

【デートＤＶ】 

 結婚前の恋人間で起こるＤＶのことをいいます。 

 

【デジタルサイネージ】 

屋外・店頭・交通機関など、あらゆる場所で、ディスプレイなどで電子的な表示機器

を使って情報を発信するシステムの総称です。 

 

【配偶者暴力相談支援センター】 

 相談・一時保護・就労や住宅等自立生活のために必要な情報の提供等を行う、ＤＶ被

害者支援のための拠点です。 

 

【民間シェルター】 

 民間団体によって運営されている暴力を受けた被害者が緊急一時的に避難できる施

設です。被害者の相談や自立へ向けたサポート等の援助も行っています。 

 

【メディア・リテラシー（情報活用能力）】 

 メディアからの情報を無意識に受け取るのではなく、その内容を主体的に読み解く力

や、あふれる情報を選択し使いこなす力、またメディアを使って情報を発信する力のこ

とをいいます。 

 

【ユニバーサルデザイン】 

 文化・言語の違い、老若男女といった差異、障がいの有無等に関わらず、すべての人

が使いやすいように設計されているデザインのことをいいます。 

 

【リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）】 

 人々が安全で満ち足りた性生活を営むことができ、生殖能力をもち、子どもを産むか

産まないか、いつ何人産むかを決める自由をもつことを意味します。安全な妊娠・出産、

子どもが健康に生まれ育つことなど、幅広く性に関する健康について含まれています。 
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【ワーク・ライフ・バランス】 

誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己啓発等、様々な活動を自分の希望す

るバランスで実現できる状態のことをいいます。 
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